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令和６年能登半島地震による災害についての特定非常災害及び 

これに対し適用すべき措置の指定に関する政令等について（周知） 

 

 

 平素より、生活保護行政の推進につき格別の御協力をいただき、厚く御礼申し

上げます。 

令和６年能登半島地震の発生を受け、令和６年１月 11 日付で「令和６年能登

半島地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措置の

指定に関する政令」（令和６年政令第５号）（以下「政令」という。）が公布及

び施行されました。 

同政令第１条により、令和６年能登半島地震（以下「当該災害」という。）が

特定非常災害に指定されるとともに、「特定非常災害の被害者の権利利益の保全

等を図るための特別措置に関する法律」（平成８年法律第 85 号。以下「法」と

いう。）第３条第２項の規定に基づく厚生労働省告示（「特定非常災害の被害者

の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律第三条第二項の規定に

基づき同条第一項の特定権利利益に係る期間の延長に関し当該延長後の満了日

を令和六年六月三十日とする措置を指定する件」（令和６年厚生労働省告示第７

号。以下「告示」という。））により、厚生労働省関係の一定の権利利益に関す

る満了日について、当該災害の被害者による延長の申出を必要とせずに、一律に

令和６年６月 30 日まで延長する措置を講ずることとしており、当該告示は、令

和６年１月 16 日付で公布及び適用されました。 

また、同政令第４条では、特定義務の不履行の免責について定めており、生活

保護法（昭和 25 年法律第 144 号）についても、当面の間の対応として同政令を

適用措置し、「特定非常災害発生日以後に法令に規定されている履行期限が到来

する義務であって、特定非常災害により当該履行期限が到来するまでに履行さ

れなかったものについて、その不履行に係る行政上及び刑事上の責任（過料に係



 

るものを含む。）が問われることを猶予」（法第４条第１項）し、生活保護法に

定める義務のうち、当該災害により履行期限が到来するまでに履行されなかっ

たものについては、令和６年４月 30 日まで免責されます。 

これらに伴う生活保護法の運用における留意点等は、下記のとおりとなりま

すので、御了知の上、管内市町村、対象となる医療機関等への周知をよろしくお

願いいたします。 

  



 

記 
 

○行政上の権利利益に係る満了日の延長に関する措置について 

第１ 満了日の延長を行った権利利益 

１ 告示により満了日を延長した権利利益については、別添のとおりで

あり、そのうち生活保護法に関する権利利益の延長を行ったものは、次

のとおりである。 

・ 生活保護法第 49 条の規定に基づく指定医療機関の指定（特定被災

区域内に在る指定医療機関に係るものに限る。） 

 

第２ 留意事項 

１ 告示の特定被災区域内に指定医療機関を有する者については、現に

指定を受けており、かつ、当該指定の有効期間が令和６年１月１日から

令和６年６月 29 日までの間に満了する場合には、当該有効期間を令和

６年６月 30 日まで延長することとなる。 

 

２ 特定権利利益に係る満了日の延長措置は、法に基づく特別措置であ

り、当該災害の発生前と同様に、指定の更新を行うことのできる者につ

いては、告示による満了日の延長措置にかかわらず更新を行うことと

するよう御配慮願いたい。 
 

○期限内に履行されなかった義務に係る免責に関する措置について 

第１ 特定義務の不履行についての免責期限の設定 

１ 特定義務の不履行についての免責期限の設定に係る生活保護法にお

ける条項は、次のとおりである。 

・ 生活保護法第 50 条の２の規定に基づく指定医療機関の変更の届出

等（当該災害により履行されなかったものに限る。） 

 

第２ 留意事項 

１ 当該災害により法令に規定されている履行期限が到来するまでに履

行されなかったものについては、令和６年４月 30 日まで免責されるこ

ととなる。 

 

２ 特定義務の不履行についての免責期限を定める措置は、法に基づく

特別措置であり、当該災害の発生前と同様に、変更の届出等を行うこと

のできる者については、当該免責期限にかかわらず変更の届出等を行

うこととするよう御配慮願いたい。 


